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○御礼 

５月の連休を中心に、「民主党フェスティバル」にた

くさんの皆さんに参加していただきました。内容に対

する評判は上々で、多くの声を聞かせていただき、企

画をしたメンバーはとても充実した気持ちになってい

ます。継続が大事。頑張ります。次の機会には、さら

にたくさんの皆さんの参加を期待しています。 

また、２６日には東京で、恒例の「政策セミナー」を

開きました。いつにも増してたくさんの方に集まってい

ただいたこと、あらためて心から感謝します。ありがと

うございます。  

○地方経済の建て直し、本格化？ 

 従来、地方都市の商工会議所やライオンズ、ロー

タリーなどで、中心メンバーで活躍したのは、地方銀

行や信金などの金融、土木、建築の経営者と、病院

のオーナーや開業医の先生方と言われていました。

鈴鹿のホンダや四日市のコンビナートなど、地域によ

っては、工場誘致が下請け関連企業の裾野を広げて

企業城下町といわれる中小企業群が育っています。

また、地域の商店街は、組合活動を活発にやって、そ

れが、祭りや地域イベントの盛り上げの底力になって

きました。 

 ここ１０年の間に、地方の基幹経済に大変動が起こ

っています。東京で１６の都市銀行が４つに再編さ

れ、さらに、この波は地方に及んでいます。地方での

銀行貸出は、縮み続け、地方で集められたお金は、

いったん東京に行って、それから再配分される構造

が加速されています。公共事業の縮減やハウスメー

カーの進出によって、多くの土木関連企業の経営者

が廃業や転業へと見切りをつける決断をせまられて

います。大規模なショッピングモールの進出は、地域

の商店街をシャッター通りにしてしまいました。さらに

加えて、医療保険や年金制度の混乱が、地域医療へ

の不安を増幅しています。 

 こうした現状に、政府は、「地域力再生機構法案」を

出してきました。行き詰った企業や地方自治体の関

与している第三セクターを、つぶさずに再生する目的 

で地域力再生機構を５年間の時限で作ろうというわけ

です。つぶれそうな地方の中堅企業は、銀行を中心に

関係者の債権放棄をこの機構で調整した上で、新た

なスポンサーに売却する。企業をつぶさずに経営者を

かえて、活動を存続させようと言うわけです。つぶさず

に再生できれば、地方経済にとってもいいことには違

いない。しかし、一方で、根本的な疑念は残ります。こ

れまでの債権を放棄させて、身軽になった企業を、最

終的に買うのは、誰か。東京を中心に外資やファンド、

大手企業が、それぞれのスポンサーになって地方に

やってくるとすれば、地方経済の担い手を根っこから

東京に売り渡してしまう流れに加担することになりま

す。全て東京に持っていかずに、地方で企業家が踏ん

張り、資金が循環する方途があるはずだ。それを考え

ずに安易な整理はやるべきでないと言っています。 

○世界の投機資金は、撹乱から創

造へ 

原油や金属、穀物などの価額が暴騰しています。サ

ブプライムローンの破綻で、投機資金が証券から商

品、穀物の市場へ流れている。原油価額も 150 ドル以

上に上がっていくだろうと言われています。 

私たちの財務金融委員会には、金融商品取引法の

改正案が出されました。「ニューヨークやロンドンに負

けない金融市場を日本にも作ろう」が、金融庁の掛け

声です。そのニューヨークやロンドン市場で、世界の投

機資金が大暴れしている。エネルギーや鉄、さらに食

料などの基幹物資の価額が大きく乱高下することで、

私たちの日常生活に支障が出て、実体経済がつまず

き始めているとすれば、これは、間違っています。金融

は、市場メカニズムで資金の再配分を一番効率のい

い状況にすることが目的です。今の市場は、どこかで

失敗していると考えるべきだ。「日本は、そのビジョン

なしに、東京市場を大きくすることだけを考えていてい

いのか」と、大臣に迫りました。「これから考える必要

がある」と言うのが答弁です。日本の国会で、世界秩

序のあるべき姿を議論したいものです。 


